












表 1.1.2 施策の進捗状況、自己評価及び今後の取組方針 
目  標 具体的な施策案 取り組みの状況(内容) 自己評価 継続施策の有無

水質保全 水質保全対策の推進 なし B 継続施策とする

浄水処理、配水施設における水質管理の充実 水質管理体制の充実（水質モニタ－の設置など） なし B 継続施策とする

基幹施設の耐震化 耐震診断の実施 石垣浄水場耐震診断の実施(2017年度) A 配水池の耐震診断実施のため、継続施策とする

ストック機能の増強 緊急遮断弁の設置 なし B 継続施策とする

応急体制（給水・復旧）の整備 ブロック化計画策定（2019年度） B 継続施策とする

資機材の備置及び保管場所の適正配置 資産管理台帳の整備 B 継続施策とする

広報活動の充実 本誌ホームページ、広報誌への掲載 B 継続施策とする

危機管理マニュアル・ＢＣＰの整備 石垣浄水場危機管理マニュアル策定 B 一部未作成であり、継続施策とする

安定水源の確保 原水調整池の増設、代替水源の確保 吉原浄水場、野底浄水場水源流量調査(2018年度) A 継続施策とする

有効率の向上 配水ブロック化、漏水調査の継続実施 配水ブロック化計画策定(2018年度) A 配水ブロック化計画策定、継続施策とする

石垣浄水場・石垣配水池の更新 ろ過池更新(2017年度) A 次亜注入設備更新設計済、継続施策とする

電気機械設備の更新 石垣浄水場電気計装設備更新設計(2018年度) B 継続施策とする

老朽管の更新 浜崎町地区更新(2013年度 ) B 継続施策とする

経営の効率化 民間活力の導入 石垣浄水場夜間休日運転委託 A 継続施策とする

簡易水道事業の統合、水道料金体系の見直し B

財政収支の見直し B

事業のコスト縮減 B

職員研修の実施 水道施設耐震化講習会、水道基礎講座の参加推進 A 継続施策とする

技術者の育成 水道技術管理者の資格取得の推進、 A 継続施策とする

情報システム化の推進 水道施設情報管理システム再構築及び固定資産情報構築(2018年度) A 継続施策とする

ホームぺージ等による情報公開 本市ホームページでの情報発信 A 継続施策とする

わかかりやすい情報発信（業務指標の活用等） 本市広報誌への記載 A 継続施策とする

安全な水のＰＲ ペットボトルドウォーターの配布 A 継続施策とする

お客様に対する公平性の確保（水道料金） 上水道・簡易水道地域の料金一律化 C 完了

お客様に対する利便性の向上 口座振替の推進、昼窓口対応 A 継続施策とする

お客様とのコミュニケーションの充実 接遇講座の受講、接客マニュアルの作成 A 継続施策とする

効率的な水運用（電力・ＣＯ2削減） 導入の検討実施も、費用に対する効果が見込めないため中止 C 費用に対する効果が見込めないため中止

省エネルギー設備の採用 省エネルギー型機器を採用 A 継続施策とする

クリーンエネルギーの利用の促進 水力発電、太陽光発電、風力発電の検討および推進 導入の検討実施も、費用に対する効果が見込めないため中止 C 費用に対する効果が見込めないため中止

簡易水道事業の統合実施（2017年度）
石垣市水道ビジョン策定(2018年度)
経営戦略及び水道料金は未検討

経営戦略及び水道料金は2019年度に検討

老朽施設の更新・改良

応急対策の充実

省エネルギー対策の推進

お客様サービスの向上

給水サービスの向上

技術の継承と情報システム整備の推進

財政面の安定化
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② 職員構成 
本市の水道職員は、2016（平成 28）年度現在、事務職 14 名、技術職 8 名の計 22
名で日頃の業務に取り組んでいます。 
水道職員の数、経験年数について、2011（平成 23）年度と 2016（平成 28）年度を
比較したものを次に示します。 

図 2.2.8 職員の年齢 

図 2.2.9 職員の経験年数 

2011（平成 23）年度と比較して2016（平成 28）年度は、事務職員が2名、技術職
員が 4 名の計 6 名減少しています。55 歳以上のベテラン職員の減少数が多く、この 5
年間で、平均年齢は 49.4 歳から 47.2 歳に低下、職員の平均経験年数は 21.4 年から
14.3 年に大幅に減少しています。 
技術職員について、若手職員数は増えていないことから、ベテラン職員の退職に伴う
職員の補充が行われていない状況と言えます。 
維持管理を行う施設数は変わっておらず、後述するとおり、今後は既存水道施設の長
寿命化に向けた維持管理（メンテナンス）が重要となります。 
限られた人員で、水道施設の管理を効果的に実施するため、ベテラン職員が持つ技術
を継承していくことや、現職員の技術力向上等に取り組む必要があるとともに、将来的
に市職員のみで必要な人数を確保できくなることも想定し、今から対策を検討する必要
があると考えています。
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